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(百万円未満切捨て)

１．2022年２月期第１四半期の業績（2021年３月１日～2021年５月31日）
（１）経営成績(累計) (％表示は、対前年同四半期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2022年２月期第１四半期 1,181 3.7 70 238.1 76 196.1 44 202.7

2021年２月期第１四半期 1,139 △3.8 20 △45.8 25 △36.9 14 △33.4
　

１株当たり
四半期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
四半期純利益

円 銭 円 銭

2022年２月期第１四半期 25.13 ―

2021年２月期第１四半期 8.30 ―

　

（２）財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

2022年２月期第１四半期 3,283 2,029 61.8 1,147.06

2021年２月期 3,396 1,995 58.8 1,127.92

(参考)自己資本 2022年１月期第１四半期 2,029 百万円 　2021年２月期 1,995 百万円

　

２．配当の状況

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

　2021年２月期 ― 0.00 ― 6.00 6.00

　2022年２月期 ―

　2022年２月期(予想) 0.00 ― ― ―

(注) 直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無

　

３．2022年２月期の業績予想（2021年３月１日～2022年２月28日）

(％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第２四半期(累計) 2,378 2.6 10 △70.3 16 △63.0 9 △70.1 5.34
通期 5,051 3.2 90 △28.4 101 △30.0 59 △42.2 33.44

(注) 直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 無

　

　



※ 注記事項

（１）四半期財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 有

（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

　① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 無

　② ①以外の会計方針の変更 ： 無

　③ 会計上の見積りの変更 ： 無

　④ 修正再表示 ： 無

（３）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 2022年２月期１Ｑ 1,771,800株 2021年２月期 1,771,800株

② 期末自己株式数 2022年２月期１Ｑ 2,300株 2021年２月期 2,300株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 2022年２月期１Ｑ 1,769,500株 2021年２月期１Ｑ 1,769,733株

　

※ 四半期決算短信は公認会計士又は監査法人の四半期レビューの対象外です

　

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断す

る一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提とな

る条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項については、添付資料Ｐ．３「(３)業績予想などの将来予測情報に

関する説明」をご覧下さい。
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１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明

当第１四半期累計期間におけるわが国経済は、世界規模での新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、経済

活動が大幅に制限され、業種・業態によっては壊滅的な打撃を受けております。国際情勢が更に不安定になってお

り、先行きは依然として不透明な状況が続いております。

小売業界におきましては、新型コロナウイルス感染症による３度目の緊急事態宣言が発令され、個人消費の長期

低迷などにより厳しい経営環境が続いております。

このような外部環境に対応するために、当社はさまざまな取組みを進めてまいりました。

商品政策においては、全体の商品調達力を高める取組みをしております。店頭買取システムの見直しに注力し、

効率アップを目指すとともに、買取専門店の出店や宅配買取・法人買取の強化など行い、多様な調達ルートを確保

してまいりました。また、品物で大学へ寄付を行える寄付事業も継続しております。

店舗政策においては、標準化システムの構築を推進しております。買取王国業態では、見やすい・探しやすい・

手に取りやすいという標準化を推進する一方、各店の魅力を伝えるために、それぞれの狭属性一番化を追求いたし

ます。工具専門店業態では、誰でも買取・販売・マネジメントができる標準化システムを構築し、フランチャイズ

加盟店の募集をスタートしております。

出退店については、工具買取王国業態を２店舗、買取専門店のおたから買取王国業態を１店舗を出店いたしまし

た。2021年３月16日に工具買取王国豊川店(愛知県豊川市)、2021年６月18日におたから買取王国本巣店（岐阜県本

巣市）、2021年７月２日工具買取王国多治見店（岐阜県多治見市）をオープンいたしました。

売上高については、新型コロナウイルス感染症の影響で前年ファッション・ホビーの売上が大幅に下がった反動

で、前年同期を上回りました。また、継続的に粗利率が改善したこと、経費削減に取り組んだことで、営業利益が

前年同期を大きく上回ることとなりました。

以上の結果、当第１四半期累計期間の売上高は1,181百万円（前年同期比3.7％増）、営業利益は70百万円（同

238.1％増）、経常利益は76百万円（同196.1％増）、四半期純利益は44百万円（同202.7％増）となりました。

（２）財政状態に関する説明

(資産)

流動資産は、前事業年度末に比べて104百万円減少し、2,110百万円となりました。これは、商品が101百万円、

売掛金３百万円増加した一方、現金及び預金が211百万円減少したことなどによるものです。

固定資産は、前事業年度末に比べて９百万円減少し、1,172百万円となりました。これは、投資その他の資産が

１百万円増加した一方、無形固定資産が８百万円、有形固定資産が１百万円減少したことなどによるものです。

この結果、総資産は前事業年度末に比べ113百万円減少し、3,283百万円となりました。

(負債)

流動負債は、前事業年度末に比べて140百万円減少し、618百万円となりました。これは、買掛金が19百万円、そ

の他流動負債が112百万円、未払法人税等が11百万円減少した一方、賞与引当金が11百万円増加したことなどによ

るものです。

固定負債は、前事業年度末に比べて７百万円減少し、634百万円となりました。これは、長期借入金が10百万円

減少したことなどによるものです。

この結果、負債合計は前事業年度末に比べ147百万円減少し、1,253百万円となりました。

(純資産)

純資産合計は、前事業年度末と比べて33百万円増加し、2,029百万円となりました。これは、利益剰余金が配当

の支払により10百万円減少した一方、四半期純利益により44百万円増加したことによるものです。
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（３）業績予想などの将来予測情報に関する説明

2021年４月15日に公表いたしました第２四半期累計期間及び通期の業績予想につきましては、現在のところ変更

はありません。

　



4

２．四半期財務諸表及び主な注記

（１）四半期貸借対照表

(単位：千円)

前事業年度
(2021年２月28日)

当第１四半期会計期間
(2021年５月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,088,689 876,820

売掛金 131,208 134,270

商品 916,149 1,017,205

その他 79,139 82,463

流動資産合計 2,215,186 2,110,760

固定資産

有形固定資産

建物（純額） 172,100 171,005

土地 341,824 341,824

その他（純額） 62,269 61,600

有形固定資産合計 576,193 574,430

無形固定資産 63,756 55,049

投資その他の資産

投資有価証券 150,000 150,000

関係会社株式 21,000 21,000

差入保証金 248,370 249,846

その他 122,149 122,065

投資その他の資産合計 541,520 542,911

固定資産合計 1,181,470 1,172,391

資産合計 3,396,656 3,283,151

負債の部

流動負債

買掛金 25,751 6,109

1年内返済予定の長期借入金 324,146 314,214

未払法人税等 49,169 37,602

賞与引当金 18,210 31,986

ポイント引当金 17,102 16,719

その他 324,874 212,328

流動負債合計 759,253 618,960

固定負債

長期借入金 525,198 514,580

退職給付引当金 38,100 38,100

資産除去債務 73,668 75,211

その他 4,574 6,574

固定負債合計 641,540 634,465

負債合計 1,400,794 1,253,425

純資産の部

株主資本

資本金 336,370 336,370

資本剰余金 266,370 266,370

利益剰余金 1,393,121 1,426,984

株主資本合計 1,995,862 2,029,725

純資産合計 1,995,862 2,029,725

負債純資産合計 3,396,656 3,283,151
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（２）四半期損益計算書

第１四半期累計期間

(単位：千円)
前第１四半期累計期間
(自 2020年３月１日
　至 2020年５月31日)

当第１四半期累計期間
(自 2021年３月１日
　至 2021年５月31日)

売上高 1,139,233 1,181,818

売上原価 492,739 493,034

売上総利益 646,494 688,783

販売費及び一般管理費 625,717 618,536

営業利益 20,776 70,247

営業外収益

受取利息 533 622

受取手数料 2,521 2,789

設備賃貸収入 - 4,530

その他 2,873 2,753

営業外収益合計 5,929 10,695

営業外費用

支払利息 589 508

設備賃貸原価 - 3,666

その他 225 105

営業外費用合計 815 4,280

経常利益 25,890 76,662

特別利益

雇用調整助成金 6,534 -

特別利益合計 6,534 -

特別損失

休業手当 7,827 -

特別損失合計 7,827 -

税引前四半期純利益 24,598 76,662

法人税等 9,903 32,182

四半期純利益 14,694 44,479
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（３）四半期財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

該当事項はありません。

（四半期財務諸表の作成に特有の会計処理の適用）

税金費用については、当第１四半期会計期間を含む事業年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実

効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

（重要な後発事象）

当社は、2021年６月15日開催の取締役会により、譲渡制限付株式報酬としての新株式の発行（以下、「本新株

発行」という。）を行うことを決議し、2021年７月14日に払込が完了いたしました。

また、会社法第178条の規定に基づき、本新株式発行の払込期日と同日に、当社の自己株式を消却いたしまし

た。

１．発行の概要

（１）払込期日 2021年７月14日

（２）発行する株式の種類及び数 当社普通株式 19,100株

（３）発行価額 １株につき651円

（４）発行総額 12,434,100円

（５）株式の割当ての対象者及び
　 その人数並びに割り当てる
　 株式の数

当社の取締役（※１） 4名 3,100株
当社の従業員（※２） 66名 16,000株

（６）その他
本新株発行については、金融商品取引法による有価証券通知書
を提出しております。

※１ 監査等委員である取締役を除く。

※２ 一定の基準条件をクリアした従業員。

２．発行の目的及び理由

当社は、2018年４月13日開催の取締役会において、当社の監査等委員である取締役を除く取締役（以下「対象

取締役」といいます。）及び一部従業員（以下「対象従業員」といい、総称して「対象取締役等」といいま

す。）に対する当社の企業価値向上のための持続的なインセンティブの付与及び株主価値の共有を目的として、

譲渡制限付株式報酬制度（以下「本制度」といいます。）を導入することを決議しました。また、2018年５月25

日開催の第19回定時株主総会において、本制度に基づき、譲渡制限付株式取得の出資財産とするための金銭報酬

（以下「譲渡制限付株式報酬」といいます。）として、対象取締役に対して、年額５百万円以内の金銭報酬債権

を支給すること及び譲渡制限付株式の譲渡制限期間として３年間から５年間までの間で当社の取締役会が定める

期間とすることにつき、ご承認をいただいております。

なお、本制度の概要等につきましては、以下のとおりです。

本制度の概要等

対象取締役等は、本制度に基づき当社から支給された金銭報酬債権又は金銭債権の全部を現物出資財産として
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払込み、当社の普通株式について発行又は処分を受けることとなります。また、本制度により当社が対象取締役

に対して発行又は処分する普通株式の総数は、年5,000株以内とし、その１株当たりの払込金額は、各取締役会決

議の日の前営業日における東京証券取引所における当社の普通株式の終値（同日に取引が成立していない場合は、

それに先立つ直近取引日の終値）とします。

また、本制度による当社の普通株式の発行又は処分に当たっては、当社と対象取締役等との間で譲渡制限付株

式割当契約（以下「本割当契約」といいます。）を締結するものとし、その内容としては、①対象取締役等は、

一定期間、本割当契約により割当てを受けた当社の普通株式について、譲渡、担保権の設定その他の処分をして

はならないこと、②一定の事由が生じた場合には当社が当該普通株式を無償で取得すること等が含まれることと

いたします。

今回は、本制度の目的、当社の業況、各対象取締役等の職責の範囲及び諸般の事情を勘案し、各対象取締役等

の更なるモチベーションの向上を目的といたしまして、金銭報酬債権と金銭債権の合計12,434,100円（以下「本

金銭報酬債権」といいます。）、普通株式19,100株を付与することといたしました。また、本制度の導入目的で

ある株主価値の共有を中長期にわたって実現するため、今回につきましては、譲渡制限期間を５年間としており

ます。

本新株発行においては、本制度に基づき、割当予定先である対象取締役等70名が当社に対する本金銭報酬債権

の全部を現物出資財産として払込み、当社の普通株式（以下「本割当株式」といいます。）について発行を受け

ることとなります。

３．本割当契約の概要

＜取締役を対象とする本割当契約＞

（1）譲渡制限期間 2021年７月14日～2026年７月14日

（2）譲渡制限の解除条件

対象取締役が譲渡制限期間中、継続して、当社の取締役の地位にあったことを条件として、本割当株式の全部

について、譲渡制限期間が満了した時点で譲渡制限を解除する。

（3）譲渡制限期間中に、対象取締役が任期満了又は定年その他正当な事由により退任した場合の取扱い

①譲渡制限の解除時期

対象取締役が、当社の取締役の地位から任期満了又は定年その他正当な事由（ただし、死亡による退任の場合

を除く）により退任した場合には、対象取締役の退任の直後の時点をもって、譲渡制限を解除する。死亡による

退任の場合は、対象取締役の死亡後、取締役会が別途決定した時点をもって、譲渡制限を解除する。

②譲渡制限の解除対象となる株式数

①で定める当該退任した時点において保有する本割当株式の数に、対象取締役の譲渡制限期間に係る在職期間

（年単位。ただし、１年未満は切り捨てる）を５で除した数を乗じた数の株数（ただし、計算の結果、単元株未

満の端数が生ずる場合は、これを切り捨てる）とする。

（4）当社による無償取得

当社は、譲渡制限期間満了時点又は上記(3)で定める譲渡制限解除時点において、譲渡制限が解除されない本割

当株式について、当社は当然に無償で取得する。

（5）株式の管理

本割当株式は、譲渡制限期間中の譲渡、担保権の設定その他の処分をすることができないよう、譲渡制限期間

中は、対象取締役が野村證券株式会社に開設した専用口座で管理される。当社は、本割当株式に係る譲渡制限等

の実効性を確保するために、各対象取締役が保有する本割当株式の口座の管理に関連して野村證券株式会社との

間において契約を締結している。また、対象取締役は、当該口座の管理の内容につき同意するものとする。

（6）組織再編等における取扱い

譲渡制限期間中に、当社が消滅会社となる合併契約、当社が完全子会社となる株式交換契約又は株式移転計画その

他の組織再編等に関する事項が当社の株主総会（ただし、当該組織再編等に関して当社の株主総会による承認を

要しない場合においては、当社の取締役会）で承認された場合には、取締役会の決議により、当該時点において

保有する本割当株式の数に、譲渡制限期間の開始月から当該承認の日を含む月までの月数を60で除した数を乗じ

た数（ただし、計算の結果、単元株未満の端数が生ずる場合は、これを切り捨てる）の株式について、組織再編

等効力発生日の前営業日の直前時をもって、これに係る本譲渡制限を解除する。
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＜従業員を対象とする本割当契約＞

（1）譲渡制限期間 2021年７月14日～2026年７月14日

（2）譲渡制限の解除条件

対象従業員が譲渡制限期間中、継続して、当社の使用人の地位にあったことを条件として、本割当株式の全部につ

いて、譲渡制限期間が満了した時点で譲渡制限を解除する。

（3）譲渡制限期間中に、対象従業員が退職した場合の取扱い

対象従業員が、当社の使用人の地位から退職した場合には、対象従業員の退職の直後の時点をもって、本割当株式

の全部について、当社は当然に無償で取得する。

（4）株式の管理

本割当株式は、譲渡制限期間中の譲渡、担保権の設定その他の処分をすることができないよう、譲渡制限期間中

は、対象従業員が野村證券株式会社に開設した専用口座で管理される。当社は、本割当株式に係る譲渡制限等の実

効性を確保するために、各対象従業員が保有する本割当株式の口座の管理に関連して野村證券株式会社との間にお

いて契約を締結している。また、対象従業員は、当該口座の管理の内容につき同意するものとする。

（5）組織再編等における取扱い

譲渡制限期間中に、当社が消滅会社となる合併契約、当社が完全子会社となる株式交換契約又は株式移転計画その

他の組織再編等に関する事項が当社の株主総会（ただし、当該組織再編等に関して当社の株主総会による承認を要

しない場合においては、当社の取締役会）で承認された場合には、取締役会の決議により、当該時点において保有

する本割当株式の数に、譲渡制限期間の開始月から当該承認の日を含む月までの月数を60で除した数を乗じた数

（ただし、計算の結果、単元株未満の端数が生ずる場合は、これを切り捨てる）の株式について、組織再編等効力

発生日の前営業日の直前時をもって、これに係る本譲渡制限を解除する。

４．払込金額の算定根拠及びその具体的内容

本新株発行は、割当予定先に支給された金銭報酬債権又は金銭債権を出資財産として行われるものです。その

払込価額につきましては、恣意性を排除した価額とするため、2021年６月14日（取締役会決議日の前営業日）の

東京証券取引所JASDAQ市場における当社の普通株式の終値である651円としております。これは、取締役会決議日

直前の市場株価であり、合理的で、かつ特に有利な価額には該当しないものと考えております。

５．自己株式の消却

会社法第178条の規定に基づき、以下のとおり、本新株式発行の払込期日と同日に、当社の自己株式を消却いた

しました。

（１）消却する株式の種類 当社普通株式

（２）消却する株式の数 2,700株

（３）消却日 2021年７月14日

（ご参考）消却後の発行済株式総数は、1,788,200株となりました。

　


